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国土交通省と経済産業省、環境省では、「脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会」で
議論を重ねてきた結果のとりまとめを2021年8月23日に公表。同年10月22日に「エネルギー基本計画」が閣議決
定されました。

・2025年度に住宅を含めた省エネ基準への適合義務化
・遅くとも2030年までに省エネ基準をZEH・ZEB基準の水準の省エネ性能（再生可能エネルギーを除いた省エネ性能）に

引き上げ・適合義務化
・将来における設置義務化も選択肢の一つとしてあらゆる手段を検討し、太陽光発電設備の設置促進の取組を進める

■省エネ対策等の取組の進め方

国の省エネ対策等のあり方と進め方
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東京都が太陽光発電の設置を義務化
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2030年度までの主な省エネ対策等の強化の進め方（住宅）
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出所：
住宅・建築SDGsフォーラム
国土交通省資料

住宅・建築物分野の省エネ対策の進め方
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「脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律」

脱炭素社会の実現に資するための法改正（2022年6月17日公布）①
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※1 目標年度に供給する全ての住宅に対して求める水準
※2 目標年度に供給する全ての住宅の平均に対して求める水準
※3 太陽光発電設備及びコージェネレーション設備の発電量のうち自家消費分を含む

住宅トップランナー制度の拡充
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販売・賃貸事業者が建築物の省エネ性能を広告等に表示することで、消費者等が建築物を購入・賃借する際に、
省エネ性能の把握や比較ができるようにする制度です。住まいやオフィス等の買い手・借り手の省エネ性能への
関心を高めることで、省エネ性能が高い住宅・建築物の供給が促進される市場づくりを目的としています。

2024年4月以降、事業者は新築建築物の販売・賃貸の広告等（新聞・雑誌広告、チラシ、パンフレット、イン
ターネット広告など）において、省エネ性能の表示ラベルを表示することが必要となります。

建築物の販売・賃貸時の省エネ性能の表示（2024年4月）
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再エネ設備の導入促進
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省エネ基準とは、建築物が備えるべき省エ
ネ性能の確保のために必要な建築物の構造
及び設備に関する基準であり、一次エネル
ギー消費量基準と外皮基準からなります。
新たに義務化対象となる建築物については
現行省エネ基準が適用されます。

※住宅・建築物の「省エネ基準」

省エネ基準適合が義務付け
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Point 1

Point 2

原則全ての新築住宅・非住
宅に省エネ基準適合が義務
付けされます。

建築確認手続きで省エネ基
準の適合性審査を行います。

省エネ基準適合が義務付けのポイント
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Point

増改築も省エネ基準適合義務

・省エネ基準適合義務制度は、増改築を行う場合にも対象となります。
「増改築」には、修繕・模様替え（いわゆるリフォーム）は含まれません。

・増改築の場合は、増改築を行う部分が省エネ基準に適合する必要があります。

増改築の場合の基準適合義務制度の対象となる部分について

現行制度とは異なり、増改築を行う場合は、増改築を行った部分が省エネ基準に適合する必要があります。

※増改築部分を含めた建築物全体ではないのでご注意ください。
※修繕・模様替え（いわゆるリフォーム・改修）は省エネ基準適合義務制度の対象ではありません。

＜現行制度からの変更点・省エネ基準適合が必要な部分＞
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省エネ基準適合義務の適用開始時期

Point ・省エネ基準適合義務制度は、2025年4月※（R7年4月※）以降に工事に着手するものから適
用されます。 ※制度施行時期は現時点での予定です。

基準適合義務制度の適用について

・省エネ基準適合義務制度は、2025年4月※（R7年4月※）以降に工事に着手するものから適用されます。
・このため、2025年4月以降に工事着手が見込まれる場合は、法施行前から予め省エネ基準に適合した設計
としておくことが必要です。 ※制度施行時期は現時点での予定です。

＜省エネ基準適合義務制度の適用について＞
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大規模非住宅建築物の省エネ基準引き上げ

大規模非住宅建築物に係る省エネ基準引き上げについて

2024年4月以降に2,000㎡以上の非住宅建築物の新築・増改築工事に係る省エネ適判申請を行う場合、引上げ
後の省エネ基準が適用されます。

＜大規模非住宅建築物に係る引上げ後の省エネ基準＞

増改築の場合は、2025年4月前後で、省エネ基準適合の方法・基準が変わります。
＜増改築の場合の基準適用、対象＞
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基準への適合方法

Point

・省エネ基準への適合を確認するためには、エネルギー消費性能適合判定を受けることが必要です。

・ただし、住宅について仕様基準に基づき外皮性能及び一次エネルギー消費性能を評価する場合は、
エネルギー消費性能適合性判定は不要です。
※この場合、建築確認審査と一体的に省エネ基準への適合性を確認

省エネ性能の評価方法について 注：省エネ適判に係る手続き、書類及び計算方法については実践編を参照

① エネルギー消費性能適合性判定（省エネ適判）

② 仕様基準（仕様基準は【住宅】に限ります）

※設計住宅性能評価を受け、省エネ基準適合を確認する場合の手続きの合理化を図る予定です。

※現時点での予定であり、詳細は省令で定める予定
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適合確認の手続き

手続きの流れ 省エネ基準への適合確認手続きは、省エネ適判の必要性の有無で変わります。

■省エネ適判が必要な場合 ■省エネ適判を要しない場合（仕様基準※）
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省エネ性能の評価方法

Point

・省エネ性能の評価方法は、「仕様基準（住宅のみ）」と「Webプログラム」「外皮性能の計算プ
ログラム（住宅用）」が用意されています。

・仕様基準は簡単に評価できるものの、基準に定められていない仕様の省エネ性能は評価されませ
ん。一方、Webプログラム等は評価が比較的難しいものの省エネ性能を詳細に評価できます。

省エネ性能の評価方法と特徴

届出義務制度、説明義務制度で活用可能である「フロア入力法」「モデル住宅法」（住宅外皮評価）、「モデル住宅法」
「簡易入力版Webプログラム」「特定建築主版Webプログラム」「気候風土適応住宅版」（住宅一次エネ評価）、「小規
模版モデル建物法」（非住宅一次エネ評価）は、2025年4月（予定）の基準適合義務制度施行後は廃止されます。

■ 省エネ性能評価方法の注意事項
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2024年1月以降の住宅ローン減税申告手続き
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長期優良住宅・
低炭素住宅

ZEH水準
省エネ住宅・

省エネ基準
適合住宅

[2]住宅省エネルギー性能証明書
※BELSや設計住宅性能評価書だけでは証明書になりません。
   この証明書は建築士等（建築士や確認検査機関、住宅性
   能評価機関等）が発行できる書類です。
   設計図書・計算書での省エネ性能の確認に加え、工事がそ
   の通り行われているか工事監理報告書での確認が必要で、
   確認申請不要の場合など工事監理報告書が無い場合は現地
   の確認が必要です。

[1]建設住宅性能評価書
※断熱等性能等級・一次エネルギー消費量等級双方の評価を

行い、双方の評価がそれぞれの住宅の基準を満たすことが
証明されているものに限ります。

所管行政庁が交付する
長期優良住宅認定通知書
低炭素住宅認定通知書

住宅ローン減税の証明書類
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令和4年6月に改正した建築物省エネ法に関する制度等の周知を図るため
・消費者向けに、省エネ基準の適合義務化や省エネ住宅のメリットなどについ

て解説した漫画を作成。
・最新情報を国交省HPにて随時発信中。 建築物省エネ法の各種制度、 省エネ

住宅・建築物への支援制度、省エネ性能の評価・審査に関する資料、広報用
リーフレット類などを掲載。

住宅・建築物分野の省エネ対策の進め方
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講習会・オンライン講座

対象者 設計等の実務を行う建築士、建設事業者など

講習会：建築基準法・建築物省エネ法 設計等実務講習会

講習内容

開催時期・場所

参加申込方法

オンライン講座

本説明会及び上記講習会について、オンライン講座として配信予定です。

・令和4年度改正法（建築基準法・建築物省エネ法）の概要説明
・2階建て木造一戸建て住宅に係る手続き、構造基準（壁量計算等）
・省エネ基準の解説及び申請図書の作成方法 ※筆記用具をご用意ください

2023年11月20日～2024年2月 全国47都道府県で開催
会場・時間については専用HP（https://www.shoene.org/）でご確認ください

① 専用HP（https://www.shoene.org/）からの申込み
② 10月中旬に発送したダイレクトメールのFAX申込用紙を利用

※お席に限りがあります。満席となり次第、受付を終了することがあります。

法改正等について学べるオンライン講座 https://shoenehou-online.jp/ 建築物省エネ法 オンライン講座検索

https://www.shoene.org/
https://www.shoene.org/
https://shoenehou-online.jp/
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サポートセンター及びアシストセンター

制度・省エネ基準に関する問合せは

省エネサポートセンター
（一財）住宅・建築SDGs推進センターで受付けています。

● 受付時間 平日9：30～12：00 / 13：00～17：30

● TEL 0120-882-177

● URL
https://www.ibecs.or.jp/ee_standard/faq.html

● メール
  （住宅） hsupport@ibecs.or.jp
  （非住宅）bsupport@ibecs.or.jp

※ご質問の前に上記URLのよくある質問と回答をご確認ください。
※電話は混み合う事がありますので、なるべくメールをご利用くだ

さい。

設計・工事監理に関する問合せは

建築物省エネアシストセンター
（一社）日本設備設計事務所協会連合会で受付けています。

● 受付時間 平日10：00～12：00 / 13：00～16：00

● URL
https://www.jafmec.or.jp/eco/#eco2

● メール
assist_center01@jafmec.or.jp

● FAX 03-5276-3537 TEL 03-5276-3535

※ご質問の前に上記URLのよくある質問と回答をご確認ください。
※電話は混み合う事がありますので、なるべくメール、FAXをご利

用ください。
※上記サイトにて、省エネ計算を引受可能な設備設計事務所リスト

を公開して います。
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国土交通省ホームページ

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律

2022年

住宅性能表示制度 断熱等性能等級５、一次エネルギー消費量等級６の創設
住宅性能表示制度 温熱環境は断熱等性能等級と一次エネルギー消費量等級の必須化
住宅性能表示制度 断熱等性能等級６、７の上位等級を創設（戸建住宅のみ）
建築物省エネ法の誘導基準 低炭素建築物と長期優良住宅の認定基準引き上げ
フラット35S（ZEH）の新設、フラット35S省エネルギー性基準の見直し等
建築物省エネ法の仕様基準の簡素化、誘導仕様基準の設定、共同住宅の外皮評価見直し

2025年 原則全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務付け4月

4月

2023年
住宅トップランナー制度に分譲マンションを追加
住宅性能表示制度 断熱等性能等級６、７の上位等級を創設（共同住宅追加）
新築のフラット35適合証明に省エネルギー基準を要件化

4月

2024年
フラット35S（ZEH）または SのAプラン省エネルギー性能で新壁量等の基準要件化
建築物の販売・賃貸時における省エネ性能表示
再生可能エネルギー利用促進区域制度

今ここ

4月

10月

11月

省エネ関係の主な改正スケジュール
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